
(証券コード9034)
2023年６月13日

(電子提供措置の開始日2023年６月６日)

株 主 各 位
千 葉 県 東 金 市 東 金 582 番 地

南 総 通 運 株 式 会 社
代表取締役社長 今 井 利 彦

第114期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

さて、当社第114期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ

いますようご案内申しあげます。

本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記

ウェブサイトに「第114期定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載し

ております。

当社ウェブサイト

https://www.nanso.co.jp/ir-news/irnews-year/year2023/

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。

東京証券取引所ウェブサイト

https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

上記ウェブサイトにアクセスして、当社名又は証券コードを入力・検索し「基本情報」

「縦覧書類/PR 情報」を順に選択のうえ、ご覧ください。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討いただき、

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2023年６月28日（水

曜日）午後５時までに到着するようご送付くださいますようお願い申しあげます。

敬 具
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記

1. 日 時 2023年６月29日（木曜日）午前10時

2. 場 所 千葉県東金市東金582番地

南総通運本社会議室

3. 会議の目的事項

報告事項 1. 第114期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）事業報告、連

結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結

果報告の件

2. 第114期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）計算書類報告

の件

決議事項

第１号議案 剰余金処分の件

第２号議案 取締役８名選任の件

第３号議案 監査役１名選任の件

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

○議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされ

たものとして取り扱わせていただきます。

○お願い： 当日当社では、環境問題への取り組みとして、当社役員及び係員がノー

ネクタイのクールビズスタイルにて開催させていただきます。何卒、趣旨

をご理解いただきご了承いただくとともに、軽装にてご来場ください。
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事 業 報 告

(2022年４月１日から2023年３月31日まで)

1. 企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

当連結会計年度のわが国の経済は、新型コロナウイルス感染症が新たな変異株

「オミクロン株」のまん延による影響が残る中にあっても、社会経済活動は徐々に

正常化しつつあり、景気も緩やかに持ち直しの動きがみられました。しかし、平

行線を辿るロシア・ウクライナ情勢の長期化等による世界的な資源エネルギーや

食料品・食品原材料などの価格高騰により消費者物価が上昇し、個人消費マイン

ドの冷え込みなどから景気後退への懸念は高まったことで、依然として先行きは

不透明な状況にあり、厳しい経営環境は継続する状況となりました。

こうした経済情勢下、物流業界においても企業の設備投資の停滞やロックダウ

ンに伴う反動による影響、自動車産業での長引く半導体不足、海外調達部品の停

滞等により回復に至らない状況にあり、インフレ等に伴う消費者物価の上昇や新

型コロナウイルス感染症の行動制限による外食などの需要低迷による個人消費の

停滞から、ＥＣ市場は好調を保つも、全体的な荷動きが回復したとは言い切れな

い状況で推移しました。

当社グループは、軽油燃料費や電気料金の高騰が顕著であった経営環境のもと、

物流拠点を核としたトータルロジスティクスを中心にお客様にご満足のいただけ

る物流サービスをご提案・ご提供し、新規のお客様開拓、既存のお客様との取引

拡大に積極的に取組むと同時に、お客さまの物流コスト削減にご協力させていた

だくべく、高い品質を伴う輸送や倉庫内オペレーションの効率化と経費節減にも

積極的に取組んでまいりました。

この結果、当連結会計年度の営業収入は、14,424百万円（前期比0.9％増）とな

り、営業利益は1,592百万円（前期比7.6％増）、経常利益は1,592百万円（前期比

6.0％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は1,082百万円（前期比4.7％増）と

なりました。
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(2) 企業集団の事業セグメント別営業収入

事業セグメント別 営 業 収 入 構 成 比 前 期 増 減 比

百万円 ％ ％

貨 物 自 動 車 運 送 事 業 5,777 40.1 5.1

倉 庫 事 業 3,753 26.0 9.6

附 帯 事 業 3,533 24.5 1.8

不 動 産 事 業 930 6.5 △2.9

建 設 事 業 2,119 14.7 22.5

そ の 他 の 事 業 351 2.4 9.8

セグメント間の内部営業収入 △2,041 △14.2 85.3

合 計 14,424 100.0 0.9

(3) 資金調達等についての状況

該当事項はありません。

(4) 設備投資の状況

特記事項はありません。

(5) 財産及び損益の状況

① 企業集団の財産及び損益の状況
（単位：百万円)

区 分
第111期

(2020年３月期)
第112期

(2021年３月期)
第113期

(2022年３月期)

第114期
(2023年３月期)
当連結会計年度

営 業 収 入 14,427 13,383 14,299 14,424

親会社株主に帰属する当期純利益 903 745 1,033 1,082

１株当たり当期純利益 181.39円 149.72円 207.52円 217.32円

総 資 産 29,174 31,621 32,818 34,675

(注) １株当たり当期純利益は、親会社株主に帰属する当期純利益を期中の平均発行済株式数で除し
て算出しております。

② 事業報告作成会社の財産及び損益の状況
（単位：百万円)

区 分
第111期

(2020年３月期)
第112期

(2021年３月期)
第113期

(2022年３月期)

第114期
(2023年３月期)

当期

営 業 収 入 11,930 11,368 11,969 12,544

当 期 純 利 益 808 831 1,039 1,073

１株当たり当期純利益 162.35円 166.97円 208.70円 215.50円

総 資 産 25,461 27,510 29,666 31,497

(注) １株当たり当期純利益は、当期純利益を期中の平均発行済株式数で除して算出しております。
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(6) 企業集団の対処すべき課題

当社グループは、新型コロナウイルス感染症の終息後のアフターコロナへの対

応、ロシア・ウクライナ情勢の長期化等、先行きが不透明な経済情勢が当社グル

ープの業績に与える影響については、現時点では把握出来ない状況にありますが、

経営成績のマイナス影響を最小限に抑えるため、新型コロナウイルス感染症対策

の継続、燃料価格・電気料金等の推移に注視しながら経営の遂行に取組んでまい

ります。

また、このような経営環境の下、当社グループ一丸となりシナジー効果を発揮

させ「地域社会と共存共栄し、お客様から信頼を得る」、「物流を通じて社会生活

を豊かにする」の経営理念のもと、一層の営業力強化と提案営業を積極的に展開

し、お客様との信頼関係を構築して、高品質でより良いサービスの提供に向けた

重点施策として「事業拡大」、「収益化構造の構築」、「人材育成と採用」、「働き方

改革の実現」、「安全・衛生の推進強化」、「社会貢献」に取組んでまいります。

その中でも「働き方改革の実現」では働き方改革関連法に伴う「2024年問題」

への取組み、「社会貢献」では「環境保全」として異常気象や自然災害など環境問

題の課題に対して、エコドライブの継続強化、リトレッドタイヤの使用推進、環

境適応車両の導入推進、照明施設のLED化等、脱炭素社会の実現に向けた資源・

CO2削減の推進を重点的に取組んでまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援を賜りますよう、お願い

申し上げます。

(7) 重要な親会社及び子会社の状況

子会社の状況

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主要な事業内容

南 総 総 業 株 式 会 社 10百万円 100％ 清涼飲料製造及び補助作業

南 総 建 設 株 式 会 社 20百万円 100％ 建設業

南総タクシー株式会社 10百万円 99.9％ 一般乗用旅客自動車運送事業

(8) 主要な事業内容

区域貨物運送業、倉庫業、その他運送に附帯する事業、不動産業、清涼飲料水

製造及び補助作業、建設業、各種製造業請負、一般乗用旅客自動車運送事業
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(9) 主要な営業所及び事業所

① 当 社 本 社 千葉県東金市東金582番地

支 店 東金支店（千葉県東金市）

茂原支店（千葉県長生郡長柄町）

佐倉支店（千葉県佐倉市）

千葉支店（千葉市中央区）

茂原中央支店（千葉県長生郡長柄町）

茨城支店（茨城県稲敷市）

事業所 茂原東郷事業所（千葉県茂原市）

営業所 埼玉営業所（埼玉県本庄市）

② 子 会 社 南総総業株式会社 千葉県東金市東金

南総建設株式会社 千葉県東金市東金

南総タクシー株式会社 千葉県東金市東金

(10) 企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減

894名 (減)２名

(11) 借入先の状況

借 入 先 借 入 金 残 高

百万円

株 式 会 社 千 葉 銀 行 6,267

株 式 会 社 京 葉 銀 行 2,583

株 式 会 社 千 葉 興 業 銀 行 1,160

銚 子 信 用 金 庫 340

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 100

― 6 ―

2023年06月05日 13時08分 $FOLDER; 6ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



2. 会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 20,000,000株

(2) 発行済株式の総数 4,979,302株（自己株式20,698株を除く。）

(3) 株主数 915名

(4) 大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

百株 ％

総 和 商 事 株 式 会 社 2,660 5.3

自 社 従 業 員 持 株 会 2,439 4.8

今 井 利 彦 1,947 3.9

土 屋 任 1,701 3.4

今 井 八 重 子 1,689 3.3

株 式 会 社 千 葉 銀 行 1,600 3.2

損 害 保 険 ジ ャ パ ン 株 式 会 社 1,500 3.0

宮 田 修 1,497 3.0

中 村 隆 則 1,234 2.4

株 式 会 社 エ ル マ ッ ク ス 1,170 2.3

(注) 1. 持株数は百株未満を切り捨てて表示しております。
2. 持株比率は自己株式を控除し小数点第１位未満を切り捨てて表示しております。
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3. 会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の氏名等

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職状況

代表取締役社長 今 井 利 彦

専 務 取 締 役 今 関 仁 孝 営業本部長

専 務 取 締 役 伊 藤 和 久 茂原支店長兼茂原中央支店長

取締役執行役員 青 木 勝 也 東金支店長

取 締 役 平 原 裕 之 南総建設株式会社専務取締役

取 締 役 菅 野 茂 徳
菅野法律事務所代表
AG債権回収株式会社取締役

取 締 役 矢 野 政 信

取 締 役 吉 澤 智 子
社会保険労務士吉澤事務所代表
労働保険事務組合中小企業商工者協会理事長

常 勤 監 査 役 古 川 幸 男 南総タクシー株式会社監査役

監 査 役 能 川 浩 二
独立行政法人労働者健康安全機構
千葉産業保健総合支援センター所長

監 査 役 大 坪 照 康 株式会社新千葉カントリー倶楽部代表取締役

監 査 役 菊 地 豊

(注) 1. 取締役菅野茂徳、矢野政信、吉澤智子の各氏は、社外取締役であります。
2. 監査役能川浩二、大坪照康、菊地豊の各氏は、社外監査役であります。
3. 菅野茂徳、矢野政信、吉澤智子の各氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員であり

ます。
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(2) 社外役員に関する事項

① 取締役

区 分 氏 名 主な活動状況

取 締 役 菅 野 茂 徳
当期開催の取締役会13回のうち13回に出席し、弁護士としての
豊富な経験、特に企業法務の幅広い見識から議案審議等に必要
な発言を適宜行っております。

取 締 役 矢 野 政 信
当期開催の取締役会13回のうち12回に出席し、豊富な経験と地
域経済の動向に関する高い見識から議案審議等に必要な発言を
適宜行っております。

取 締 役 吉 澤 智 子
当期開催の取締役会13回のうち13回に出席し、社会保険労務士
としての豊富な企業サポート経験と幅広い見識から議案審議に
必要な発言を適宜行っております。

(注) 1. 取締役菅野茂徳氏が代表を務める菅野法律事務所と当社は顧問契約を締結しておりますが、
報酬額は極めて少額であり、意思決定に影響を及ぼすことはないと判断しております。ま
た、同氏が取締役を務めるAG債権回収株式会社と当社の間に、特別な取引関係はありませ
ん。

2. 取締役吉澤智子氏が代表を務める社会保険労務士吉澤事務所と当社の間に特別な取引関係
はありません。また、同氏が理事長を務める労働保険事務組合中小企業商工者協会と当社
の間に特別な取引関係はありません。

② 監査役

主な活動内容

区 分 氏 名 主な活動状況

監 査 役 能 川 浩 二
当期開催の取締役会13回のうち13回に出席し、また、当期開催
の監査役会11回のうち11回に出席し、議案審議等に必要な発言
を適宜行っております。

監 査 役 大 坪 照 康
当期開催の取締役会13回のうち12回に出席し、また、当期開催
の監査役会11回のうち10回に出席し、議案審議等に必要な発言
を適宜行っております。

監 査 役 菊 地 豊
当期開催の取締役会13回のうち13回に出席し、また、当期開催
の監査役会11回のうち11回に出席し、議案審議等に必要な発言
を適宜行っております。

(注) 1. 監査役能川浩二氏が所長を務める独立行政法人労働者健康安全機構千葉産業保健総合支援
センターと当社の間に、特別な取引関係はありません。

2. 監査役大坪照康氏が代表取締役を務める株式会社新千葉カントリー倶楽部と当社の間に、
特別な取引関係はありません。
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(3) 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等

① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を、2021年２月８日開

催の取締役会にて決議いたしました。その内容は、中長期的視点で経営に取り

組みつつ、株主様への利益還元の観点から単年度の業績の向上、利益確保を追

求するという考えの下、取締役の報酬は、固定報酬と業績向上に対するインセ

ンティブを高めることを目的とした業績連動報酬によって構成するものといた

しました。業績連動報酬の算定指標は事業の成績を表す重要な指標である「営

業利益」とし、「営業利益」を基に取締役会で定めた算定式により算出するもの

といたします。当該指標を選択した理由は、中長期的な経営の安定という視点

から本業である物流事業での利益の確保が重要と考え、当該指標を選択するも

のであります。また、固定報酬と業績連動報酬の構成比は、業績連動報酬は３

割程度としております。なお、第114期事業年度の取締役報酬の算定指標となる

第113期事業年度の営業利益は、連結1,480,517千円、単体1,235,746千円であり

ました。

第114期事業年度の取締役報酬につきましては、上記方針に基づき、2022年７

月15日開催の取締役会において報酬を決定しております。

また、決定した報酬は、固定報酬部分については当社規程に基づくものであ

り、業績連動報酬については、算定指標である営業利益から多角的に検討され

た算定式により算出されたものであり、取締役の個人別の報酬等の内容に係る

決定方針に沿うものであると判断しております。

社外取締役及び監査役の報酬は、その役割と独立性の観点から固定報酬のみ

で構成することとし、社外取締役の報酬額は取締役会、各監査役の報酬額は監

査役の協議によって決定しております。

② 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

当社は2006年６月29日開催の定時株主総会において取締役の報酬額の上限を

年額264,000千円、監査役の報酬額の上限を年額18,000千円とそれぞれ決議され

ております。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は５名、監査役の員数

は３名であります。

③ 取締役及び監査役の報酬等の額

役員区分
報酬等の
総額

(百万円)

報酬等の種類別総額（百万円） 対象となる
役員の員数

(人)基本報酬
業績連動
報酬等

非金銭
報酬等

退職慰労金

取締役
(うち社外取締役)

124
(9)

89
(9)

35
(－)

－
(－)

－
(－)

8
(3)

監査役
(うち社外監査役)

10
(5)

10
(5)

－
(－)

－
(－)

－
(－)

4
(3)
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4. 会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ

(2) 責任限定契約の内容の概要

当社と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契

約に基づく賠償責任限度額は、法令の定める最低限度額としております。

(3) 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等

① 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等

36,000千円

② 当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

36,000千円
(注) 1. 会計監査人の報酬等について監査役会が同意した理由は、当社監査役会は、会計監査人か

ら提出された監査計画の妥当性や適切性を確認するとともに、取締役会、関係各部署から
の報告、聴取を通じて、従前の事業年度における職務遂行状況、報酬見積の算出根拠等を
検討した結果、当該報酬額を相当であると確認したものであります。

2. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法上の監査と金融商品取引法上の監査
の監査報酬を区分しておりませんので、①の金額には、金融商品取引法上の監査の報酬等
を含めております。

(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

会計監査人が職務上の義務に違反し、または職務を怠り、もしくは会計監査人

としてふさわしくない非行があり、当社の会計監査人であることにつき当社にと

って重大な支障があると判断したときには、監査役会は会社法第340条の規定によ

り会計監査人の解任を決定いたします。また、そのほか会計監査人であることに

つき支障があると判断されるときには、解任または不再任の議案を株主総会に提

出いたします。
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5. 業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他

業務の適正を確保するための体制

当社の内部統制システム構築の基本方針は次のとおりであります。

1. 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制

(1)「南総通運グループ コンプライアンスガイドライン」を制定し、「社員行動指

針」を中心に取締役及び使用人の法令遵守体制の強化推進を行う。

(2) コンプライアンス担当責任部署により、役職員に対し教育・研修を継続的に

行う。

(3) 監査役は取締役及び使用人の職務の遂行について監査を行う。

(4) 社長直轄の監査部を設置し、取締役及び使用人のその職務の執行においての

法令、定款及び社内規程の遵守状況について監査を行う。

(5) 内部通報体制を整備し、取締役及び使用人の法令・定款違反を未然に防止す

るとともに違反行為に対しては、懲罰規程に基づき厳正に処分する。

(6) 反社会的勢力との関係を排除するとともに、反社会的勢力からの不当な要求

に対しては警察・弁護士等と連携し、当社グループを挙げて毅然とした姿勢で

対応する。

2. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(1) 取締役及び使用人の職務の執行に係る電磁的記録を含む重要な文書、情報に

ついては「文書管理規程」に従い保存期間、責任部署を規定し保管、管理する。

(2) 取締役及び監査役はいつでもこれらの保管された文書、情報を閲覧すること

ができる。

3. 損失の危険の管理に関する規定その他の体制

(1) リスク管理規程を制定し、リスクカテゴリー毎の責任部署を定め、リスクの

管理体制を明確化し、有事の際の迅速かつ適切な緊急連絡体制と緊急事態に対

する体制を整備する。

(2) 監査部は各責任部署のリスク管理の状況を監査し、その結果を定期的に取締

役会に報告する。

(3) 役職員に対しリスク管理に関する教育・研修を継続的に行う。

(4) 取締役会は、リスク管理体制につき定期的な見直しを行う。
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4. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1) 決裁規程を定め、重要性に応じた意思決定を迅速に行う。

(2) 組織規程、業務分掌把握規程等の規定を定め、業務を効率的に遂行する。

(3) 取締役会は、中長期経営計画・戦略を策定し、その進捗等につき定期的な検

証を行う。

(4) 監査役またはその補助人はこれらの業務運営の内部監査を行い、これらの体

制の検証を行う。

5. 当社企業グループにおける業務の適正を確保するための体制

(1) 当社子会社を当社の一部署と位置づけ、「取締役及び使用人の職務の執行が法

令及び定款に適合することを確保するための体制」、「取締役の職務の執行に係

る情報の保存及び管理に関する体制」、「損失の危険の管理に関する規定その他

の体制」、「取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制」

につき、グループとしての管理体制を整備する。

(2) グループ各社は、当社と情報共有、連絡体制の強化を図る。

(3) 監査部は、当社グループ各社に対し監査を実施する。

(4) グループ各社の取締役及び使用人は経営状況、財務状況につき当社取締役会

等において定期的に報告を行う。

6. 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項並びに当

該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

(1) 監査役会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、必要

な員数、求められる資質等を協議の上、適切に配置する。

(2) 監査役の補助に当たる使用人は、監査役の指揮命令の下業務を行い、監査役

以外からの指揮命令は受けない。

(3) 監査役の補助に当たる使用人の任命、異動、懲戒等については、監査役の意

見、同意を得て行うものとする。

(4) 取締役及び使用人は、監査役の補助に当たる使用人の業務が円滑に行われる

ように監査環境の整備に協力する。
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7. 監査役に報告をするための体制、並びに報告をしたものが当該報告をしたこと

を理由として不利な扱いを受けないことを確保するための体制

(1) 監査役は、年度監査計画を策定し、当該計画に従い取締役及び使用人から報

告を受ける。

(2) 取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼす事実又はおそれのある事実

発見した場合は直ちに監査役に報告する。

(3) 内部監査部署は、その監査計画や監査結果を監査役に定期報告する。

(4) グループ会社の取締役、監査役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼす事

実又はそれらのおそれのある事実を発見した場合は直ちに当社担当部署に報告

する。

(5) グループ会社の取締役、監査役及び使用人は、会社の事業の状況、コンプラ

イアンス、内部統制システムの整備・運用状況につき当社担当部署に定期報告

する。

(6) グループ会社より報告を受けた当社担当部署は直ちに監査役に報告する。

(7) 内部通報体制の対象にグループ会社を含め、重大な問題にかかる通報につい

て、監査役への適切な報告体制を確保する。

(8) 監査役は、取締役及び使用人から得た情報について、第三者に報告の義務を

負わない。

(9) 監査役は、報告した使用人の異動、人事評価及び懲戒等に関して、取締役に

その理由の開示を求める事ができる。

8. 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職

務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払又は支出した費用等の償還

等を請求したときは、その費用等が監査役の職務の執行により生じたものでない

ことを証明できる場合を除きこれに応じる。

9. その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1) 監査役は、社内の重要課題等を把握し、必要に応じ意見を述べる事ができる

よう、取締役会その他重要な会議に出席する機会を確保する。

(2) 取締役及び使用人は、監査役の監査に必要な重要書類の閲覧、実地調査、意

見交換、グループ会社調査等の監査役の活動が円滑に行われるよう、監査環境

の整備に協力する。

(3) 監査役は、監査の実施及びその活動に当たり必要と認められる場合には、弁

護士、公認会計士等から監査業務に関する助言を受けることができる。
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10. 財務報告の信頼性を確保するための体制

当社及びグループ各社は、金融商品取引法その他法令等に基づき、有効かつ適

正な内部統制の体制の整備をするとともに、会計監査人との連携を図り、継続的

に財務報告及び体制の検証を行う。

6. 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当社では、上記に掲げた業務の適正を確保するための体制を整備しておりますが、

当事業年度（2022年４月１日から2023年３月31日まで）におきましては、基本方針

に基づき以下の取組みを行っております。

1. 当社及びグループ各社の内部統制システムの整備・運用状況を当社の監査部が

モニタリングし、改善を進めております。

2. 当社及びグループ各社の役職員に対し、社内研修において、その階層に応じて

必要なコンプライアンスについて、教育、説明を行い、法令及び定款を遵守する

ための取組みを行っております。

3. 当社のグループ経営戦略会議にグループ各社の取締役が出席し、経営状況、財

務状況及び内部統制システムの運用状況等の報告を継続して行っております。

4. 監査部は、年間活動計画に基づき、当社及びグループ各社の各部門の業務執行

につき監査を実施し、その結果につき代表取締役へ報告を行っております。
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連 結 貸 借 対 照 表

(2023年３月31日現在)
(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 6,671,155 流 動 負 債 5,298,583

現 金 及 び 預 金 4,687,273 支払手形及び営業未払金 509,496

受取手形及び営業未収金 1,889,853 短 期 借 入 金 1,747,800

そ の 他 94,120 一年内返済予定長期借入金 852,043

貸 倒 引 当 金 △91 未 払 法 人 税 等 327,823

固 定 資 産 28,003,929 賞 与 引 当 金 320,510

有 形 固 定 資 産 26,841,189 そ の 他 1,540,910

建 物 及 び 構 築 物 9,332,931 固 定 負 債 8,954,393

機械装置及び運搬具 324,118 長 期 借 入 金 7,850,836

土 地 15,770,955 繰 延 税 金 負 債 56,435

建 設 仮 勘 定 1,293,078 長 期 未 払 費 用 170,255

そ の 他 120,105 退 職 給 付 に 係 る 負 債 361,471

無 形 固 定 資 産 78,209 資 産 除 去 債 務 30,938

投資その他の資産 1,084,531 預 り 保 証 金 484,455

投 資 有 価 証 券 480,322 負 債 合 計 14,252,976

繰 延 税 金 資 産 425,839 純 資 産 の 部

そ の 他 202,690 株 主 資 本 20,211,489

貸 倒 引 当 金 △24,320 資 本 金 538,500

資 本 剰 余 金 497,585

利 益 剰 余 金 19,190,537

自 己 株 式 △15,133

その他の包括利益累計額 210,599

その他有価証券評価差額金 210,599

非 支 配 株 主 持 分 19

純 資 産 合 計 20,422,108

資 産 合 計 34,675,085 負 債 純 資 産 合 計 34,675,085

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(2022年４月１日から2023年３月31日まで)
(単位：千円)

科 目 金 額

営 業 収 入 14,424,344

営 業 支 出 11,992,399

営 業 総 利 益 2,431,945

一 般 管 理 費 839,184

営 業 利 益 1,592,760

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 17,252

受 取 手 数 料 2,561

受 取 助 成 金 29,812

受 取 保 険 金 946

車 輌 売 却 益 3,885

そ の 他 2,503 56,962

営 業 外 費 用

支 払 利 息 54,459

そ の 他 2,403 56,863

経 常 利 益 1,592,860

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,592,860

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 529,128

法 人 税 等 調 整 額 △18,397 510,731

当 期 純 利 益 1,082,129

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 3

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,082,125

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(2022年４月１日から2023年３月31日まで)
(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

2022 年 ４ 月 １ 日 残 高 538,500 497,585 18,469,418 △15,010 19,490,494

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △361,006 △361,006

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

1,082,125 1,082,125

自 己 株 式 の 取 得 △123 △123

株主資本以外の項目の
連 結 会 計 年 度 中
の 変 動 額 （純 額）

連結会計年度中の変動額合計 － － 721,118 △123 720,995

2023 年 ３ 月 31 日 残 高 538,500 497,585 19,190,537 △15,133 20,211,489

(単位：千円)

その他の包括利益累計額

非 支 配 株 主 持 分 純 資 産 合 計
そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

その他の包括利益
累 計 額 合 計

2022 年 ４ 月 １ 日 残 高 208,211 208,211 15 19,698,721

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △361,006

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

1,082,125

自 己 株 式 の 取 得 △123

株主資本以外の項目の
連 結 会 計 年 度 中
の 変 動 額 （純 額）

2,388 2,388 3 2,391

連結会計年度中の変動額合計 2,388 2,388 3 723,387

2023 年 ３ 月 31 日 残 高 210,599 210,599 19 20,422,108

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

1. 連結の範囲に関する事項

連結子会社は次の３社であり、全ての子会社を連結しております。

南総総業株式会社

南総建設株式会社

南総タクシー株式会社

2. 連結子会社の事業年度等に関する事項

全ての連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

3. 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっております。

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法によっております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

定率法によっております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）及び2016年

４月１日以降に取得した建物附属設備並びに構築物については、定額法によっ

ております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建 物 15年～38年

構築物 10年～30年

② 無形固定資産

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。
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② 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連

結会計年度に見合う分を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末に

おける見込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上して

おります。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期

間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、その発生時に損益処理しております。

③ 連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に

係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用

しております。

(5) 収益及び費用の計上基準

① 一時点での収益の認識（貨物自動車運送事業、倉庫事業、附帯事業、その他

事業）

貨物自動車運送事業、倉庫事業、附帯事業において、顧客と約束した一連の

財又はサービスを単一の履行義務として識別しております。

貨物自動車運送事業においては、履行義務が充足するまでの期間が短期間で

あることから輸送完了日、倉庫事業においては、保管・入出庫完了日、附帯事

業においては、完了した作業の検収日に、約束した一連の財又はサービスの支

配が顧客に移転した時点として収益を認識しております。

② 一定期間にわたる収益の認識（不動産事業、建設事業）

イ．不動産事業に係る収益は、一定の期間にわたり履行義務を充足する取引で

あり、履行義務の充足の進捗度に応じて収益を認識しております。

ロ．建設事業に係る収益は、一定の期間にわたり履行義務を充足する取引であ

り、履行義務の充足の進捗度に応じて収益を認識しております。

決算日における工事進捗度の見積方法

発生原価に基づくインプット法によっております。

進捗率を見積もることのできない工事契約

原価回収基準で収益を認識する方法によっております。
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（会計上の見積りに関する注記）

有形固定資産の減損

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

有形固定資産 26,841,189千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループは、資産グループより生じる将来キャッシュ・フローを見積り、有

形固定資産の減損損失の認識検討を実施しております。重要な資産グループである

宮本倉庫グループ（資産グループ有形固定資産簿価計4,000,123千円）を含め、減損

の兆候が生じている資産グループについては、翌連結会計年度の予算、主要な資産

の残存使用年数、並びに各資産グループに応じた価格下落リスク及び空き室リスク

等、連結計算書類作成時において入手可能な情報に基づき割引前将来キャッシュ・

フロー総額の見積りを行っております。また、翌連結会計年度におけるコロナウイ

ルス感染症による業績への影響として、各事業の実績に基づく一定の影響を加味し

て見積りを行っております。

当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動、及び顧客との賃貸借契約締結状

況の変化等によって影響を受ける可能性があり、資産グループの見積りの見直しが

必要となった場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類において、有形固定資産の

金額に重要な影響を与える可能性があります。

（連結貸借対照表に関する注記）

1. 担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

建物及び構築物 1,260,029千円

土 地 10,850,457

計 12,110,487

(2) 担保に係る債務

短期借入金 1,201,000千円

一年内返済予定長期借入金 728,875

長期借入金 6,469,098

預り保証金 136,252

計 8,535,226

2. 有形固定資産の減価償却累計額 19,447,352千円

減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

1. 発行済株式の総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普通株式（株） 5,000,000 － － 5,000,000

2. 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配 当 額

基 準 日 効力発生日

2022年６月29日
定時株主総会

普通株式 248,970千円 50円
2022年
３月31日

2022年
６月30日

2022年11月７日
取締役会

普通株式 112,036千円 22.5円
2022年
９月30日

2022年
12月14日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計

年度となるもの

2023年６月29日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事

項を次のとおり提案する予定であります。

① 配当金の総額 186,723千円

② １株当たり配当額 37.5円

③ 基準日 2023年３月31日

④ 効力発生日 2023年６月30日

なお、配当原資につきましては、利益剰余金とすることを予定しております。
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（金融商品に関する注記）

1. 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関

からの借入により資金を調達しております。

受取手形及び営業未収金に係る顧客の信用リスクは、与信限度管理規程に沿って

リスク低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株

式については四半期ごとに時価の把握を行っております。

借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であります。

2. 金融商品の時価等に関する事項

2023年３月31日（当連結会計年度の決算日）における連結貸借対照表計上額、時

価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市場価格のない株

式等（連結貸借対照表計上額17,520千円）は、「その他有価証券」には含めておりま

せん。

また、現金及び預金、受取手形及び営業未収金、支払手形及び営業未払金、短期

借入金(ただし、一年内返済予定の長期借入金を除く)は、短期間で決済されるため

時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

(単位 : 千円)

連結貸借対照表
計上額（※）

時価（※） 差額

(1) 投資有価証券

その他有価証券 462,802 462,802 －

(2) 長期借入金 (8,702,879) (8,681,686) 21,192

(※) 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

3. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応

じて、以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における(無調整の)相場価格

により算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なイン

プットを用いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それ

らのインプットが、それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が

最も低いレベルに時価を分類しております。
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(１)時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

区分
時価(千円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他の有価証券

株式 462,802 － － 462,802

資産計 462,802 － － 462,802

(２)時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価(千円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 8,681,686 － 8,681,686

負債計 － 8,681,686 － 8,681,686

(注)時価の算定に用いた評価技法及び算定に係るインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取

引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

長期借入金

これらの時価は、借入当初からの金利変動及び信用スプレッドの変動相当額

を、帳簿価額に調整することによって時価を算定しており、当社自身の信用ス

プレッドについては直近の調達レートを参照していることから、レベル２の時

価に分類しております。
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（賃貸等不動産に関する注記）

1. 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び一部の子会社では、千葉県等において賃貸用の店舗、事務所及び倉庫等

（土地を含む。）を有しております。

2. 賃貸等不動産の時価に関する事項

連結貸借対照表計上額 時 価

21,346,950千円 20,925,279千円

(注１) 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

(注２) 当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて算定した金額（指標等を用い

て調整を行ったものを含む。）であります。

(収益認識に関する注記)

1.顧客との契約から生じる収益を分解した情報

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、以下のとおりであります。

当連結会計年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

(単位 : 千円)

貨物自動車運
送事業

倉庫事業 附帯事業 不動産事業

顧客との契約から
生じる営業収入

5,767,040 3,753,298 3,532,820 －

その他の営業収入 － － － 925,096

外部顧客への営業
収入

5,767,040 3,753,298 3,532,820 925,096

建設事業 計 その他 合計

顧客との契約から
生じる営業収入

96,205 13,149,364 349,884 13,499,248

その他の営業収入 － 925,096 － 925,096

外部顧客への営業
収入

96,205 14,074,460 349,884 14,424,344

2.顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「(連結計算書

類の作成のための基本となる重要な事項) ３. 会計方針に関する事項 (5)収益及

び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 4,101円40銭

１株当たり当期純利益 217円32銭

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書

2023年５月24日

南 総 通 運 株 式 会 社

取 締 役 会 御中

有限責任監査法人 トーマツ

東 京 事 務 所
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 吉 原 一 貴

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 石 田 義 浩

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、南総通運株式会社の2022年４月１日から

2023年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書、連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記に
ついて監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、南総通運株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の
財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載され
ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独
立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を

作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセス
の整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監
査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい
て、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が
あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆
候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算

書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結
計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。
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連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成するこ
とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監
視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬に

よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場か
ら連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能
性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込
まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監
査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関し
て重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が
認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重
要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外
事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監
査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可
能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及
び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価
する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分か
つ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関
して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で
識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているそ
の他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定
を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を
除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す

べき利害関係はない。
以 上
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連結計算書類に係る監査役会の監査報告書

監 査 報 告 書

当監査役会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの第114期事業年度に係
る連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書）
に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を
作成し、以下のとおり報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状

況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務
の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職
務の分担等に従い、連結計算書類について取締役及び使用人等から報告を受け、
必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人が独立の立場を保持し、か
つ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人か
らその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
なお、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体
制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（令和３年11月16日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、
必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る連
結計算書類について検討いたしました。

2. 監査の結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると

認めます。

2023年５月25日

南総通運株式会社 監査役会

常勤監査役 古 川 幸 男 ㊞

監 査 役（社外監査役） 能 川 浩 二 ㊞

監 査 役（社外監査役） 大 坪 照 康 ㊞

監 査 役（社外監査役） 菊 地 豊 ㊞
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貸 借 対 照 表

(2023年３月31日現在)
(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 4,709,267 流 動 負 債 4,737,914

現 金 及 び 預 金 2,893,834 営 業 未 払 金 484,053

受 取 手 形 139,649 短 期 借 入 金 1,732,800

営 業 未 収 金 1,561,919 一年内返済予定長期借入金 755,980

貯 蔵 品 10,871 未 払 金 145,391

前 払 費 用 64,276 未 払 費 用 417,140

そ の 他 38,765 未 払 法 人 税 等 263,976

貸 倒 引 当 金 △50 未 払 消 費 税 等 98,471

固 定 資 産 26,788,263 預 り 金 85,340

有 形 固 定 資 産 25,198,994 前 受 金 233,886

建 物 6,983,011 賞 与 引 当 金 275,600

構 築 物 1,503,014 そ の 他 245,273

車 両 及 び 運 搬 具 313,042 固 定 負 債 8,240,152

工 具、 器 具 及 び 備 品 110,762 長 期 借 入 金 7,330,089

土 地 15,032,473 退 職 給 付 引 当 金 345,440

建 設 仮 勘 定 1,256,690 資 産 除 去 債 務 30,938

無 形 固 定 資 産 74,383 預 り 保 証 金 424,147

借 地 権 26,171 長 期 未 払 費 用 109,537

水 道 施 設 利 用 権 13,211 負 債 合 計 12,978,067

電 話 加 入 権 5,615 純 資 産 の 部

ソ フ ト ウ ェ ア 29,384 株 主 資 本 18,417,678

投資その他の資産 1,514,885 資 本 金 538,500

投 資 有 価 証 券 294,322 資 本 剰 余 金 497,585

関 係 会 社 株 式 795,195 資 本 準 備 金 497,585

出 資 金 15,390 利 益 剰 余 金 17,396,726

破 産 更 生 債 権 等 18,789 利 益 準 備 金 91,035

繰 延 税 金 資 産 257,509 そ の 他 利 益 剰 余 金 17,305,690

差 入 保 証 金 53,272 固定資産圧縮積立金 53,187

そ の 他 104,446 別 途 積 立 金 13,550,000

貸 倒 引 当 金 △24,039 繰 越 利 益 剰 余 金 3,702,502

自 己 株 式 △15,133

評価・換算差額等 101,785

その他有価証券評価差額金 101,785

純 資 産 合 計 18,519,463

資 産 合 計 31,497,531 負 債 純 資 産 合 計 31,497,531

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

― 30 ―

2023年06月05日 13時08分 $FOLDER; 30ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



損 益 計 算 書

(2022年４月１日から2023年３月31日まで)
(単位：千円)

科 目 金 額

営 業 収 入 12,544,892

営 業 支 出 10,484,198

営 業 総 利 益 2,060,693

一 般 管 理 費 776,412

営 業 利 益 1,284,281

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 214,052

受 取 手 数 料 28,912

受 取 助 成 金 2,945

受 取 保 険 金 580

車 輌 売 却 益 3,885

そ の 他 1,588 251,964

営 業 外 費 用

支 払 利 息 50,595

そ の 他 2,122 52,717

経 常 利 益 1,483,528

税 引 前 当 期 純 利 益 1,483,528

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 421,292

法 人 税 等 調 整 額 △10,800 410,491

当 期 純 利 益 1,073,036

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(2022年４月１日から2023年３月31日まで)
(単位：千円)

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

資本準備金 利益準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金

固 定 資 産
圧 縮 積 立 金

別 途 積 立 金
繰 越 利 益
剰 余 金

2022 年 ４ 月 １ 日 残 高 538,500 497,585 91,035 60,532 13,050,000 3,483,127

当事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △361,006

当 期 純 利 益 1,073,036

自 己 株 式 の 取 得

固定資産圧縮積立金取崩額 △7,344 7,344

別 途 積 立 金 積 立 額 500,000 △500,000

株主資本以外の項目の
当 事 業 年 度 中 の
変 動 額 （純 額）

当事業年度中の変動額合計 － － － △7,344 500,000 219,374

2023 年 ３ 月 31 日 残 高 538,500 497,585 91,035 53,187 13,550,000 3,702,502

(単位：千円)

株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計利 益 剰 余 金
自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評 価 差 額 金

利益剰余金合計

2022 年 ４ 月 １ 日 残 高 16,684,696 △15,010 17,705,771 104,757 17,810,528

当事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △361,006 △361,006 △361,006

当 期 純 利 益 1,073,036 1,073,036 1,073,036

自 己 株 式 の 取 得 △123 △123 △123

固定資産圧縮積立金取崩額 － － －

別 途 積 立 金 積 立 額 － － －

株主資本以外の項目の
当 事 業 年 度 中 の
変 動 額 （純 額）

△2,971 △2,971

当事業年度中の変動額合計 712,029 △123 711,906 △2,971 708,934

2023 年 ３ 月 31 日 残 高 17,396,726 △15,133 18,417,678 101,785 18,519,463

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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重要な会計方針

1. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式

移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっております。

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法によっております。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 最終仕入原価法（貸借対照表計上額は収益性の低下による簿価切り

下げの方法）によっております。

2. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法によっております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）及び2016年４

月１日以降に取得した建物附属設備並びに構築物については、定額法によってお

ります。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建 物 15年～38年

構築物 10年～30年

(2) 無形固定資産

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。

3. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業

年度に見合う分を計上しております。
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(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しております。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に

帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、その発生時に損益処理しております。

4. 収益及び費用の計上基準

(1) 一時点での収益の認識(貨物自動車運送事業、倉庫事業、附帯事業、その他事

業)

貨物自動車運送事業、倉庫事業、附帯事業において、顧客と約束した一連の財

又はサービスを単一の履行義務として識別しております。

貨物自動車運送事業においては、履行義務が充足するまでの期間が短期間であ

ることから輸送完了日、倉庫事業においては、保管・入出庫完了日、附帯事業に

おいては、完了した作業の検収日に、約束した一連の財又はサービスの支配が顧

客に移転した時点として収益を認識しております。

(2)一定期間にわたる収益の認識(不動産事業)

不動産事業に係る収益は、一定の期間にわたり履行義務を充足する取引であり、

履行義務の充足の進捗度に応じて収益を認識しております。
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（会計上の見積りに関する注記）

有形固定資産の減損

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

有形固定資産 25,198,994千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結計算書類「注記事項(会計上の見積りに関する注記)有形固定資産の減損」に

記載した内容と同一であります。

（貸借対照表に関する注記）

1. 担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

建 物 1,166,894千円

土 地 10,795,267

計 11,962,161

(2) 担保に係る債務

短期借入金 1,186,000千円

一年内返済予定長期借入金 703,879

長期借入金 6,389,864

預り保証金 136,252

計 8,415,996

2. 有形固定資産の減価償却累計額 18,081,607千円

減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。

3. 保証債務

連結子会社の金融機関からの借入債務に対して、保証を行っております。

南総総業株式会社 258,380千円

4. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 19,522千円

短期金銭債務 92,864千円

長期金銭債務 400千円
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（損益計算書に関する注記）

1. 関係会社との取引高

(1) 営業取引高

営 業 収 入 191,157千円

営 業 費 用 313,600千円

(2) 営業取引以外の取引高

資産購入高 1,871,650千円

そ の 他 227,720千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 20,698株
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（税効果会計に関する注記）

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

未払事業税 17,265千円

賞与引当金 95,895

ゴルフ会員権評価損 6,601

貸倒引当金 5,632

長期未払費用 32,751

退職給付引当金 103,286

減損損失 163,002

資産除去債務 9,250

その他 51,374

小 計 485,060

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △166,234

合 計 318,825

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 22,686千円

資産除去債務に対応する除去費用 2,945

その他有価証券評価差額金 35,684

合 計 61,316

繰延税金資産の純額 257,509

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の原因となっ

た主な項目別の内訳

法定実効税率 29.9％

（調整）

住民税均等割 1.0

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.6

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △4.1

その他 0.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 27.7％
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（関連当事者との取引に関する注記）

子会社
(単位：千円)

種類
会社等の
名称

議決権等
の所有

（被所有）
割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社

南総総業
株式会社

所有
直接

100.0％

営業取引
役員の兼任

倉庫保管、運送
業務の受注

181,240

営業未収金 9,295

その他流動資産 6,227

倉庫保管、附帯
作業の外注

214,750 営業未払金 3,212

債務保証(注２) 258,380 － －

南総建設
株式会社

所有
直接

100.0％

営業取引
役員の兼任

倉庫設備等の
建設及び修繕

1,871,650 未払金 80,797

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注１) 価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して価格交渉の上で決定しております。

(注２) 当社は連結子会社の金融機関からの借入債務に対し、保証を行っておりますが、保証料の受取はありません。

(収益認識に関する注記)

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「(重要な会計

方針) ４.収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているので、記載を省略

しております。

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 3,719円29銭

１株当たり当期純利益 215円50銭

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書

2023年５月24日

南 総 通 運 株 式 会 社

取 締 役 会 御中

有限責任監査法人 トーマツ

東 京 事 務 所
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 吉 原 一 貴

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 石 田 義 浩

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、南総通運株式会社の2022年４月１日

から2023年３月31日までの第114期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記並びにその附属明細書（以下「計算書類等」と
いう。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表
示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されて
いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、ま
た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十
分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を

作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセス
の整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査
法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい
て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があ
るかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候
があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類

等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書
類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま
れる。
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計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが
適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい
て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監
視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬によ

る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から
計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性が
あり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる
場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に
関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して
重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認
められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な
不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意
見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に
基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内
容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で
識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているそ
の他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定
を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を
除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。
以 上
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監査役会の監査報告書

監 査 報 告 書

当監査役会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの第114期事業年度の取
締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、
本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施
状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、
職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を
図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監
査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務
の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書
類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査
いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と
意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社からの事業の報告を
受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合す
ることを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業
集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100
条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び
当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取
締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求め、意見を表明しました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか
を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から

「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則
第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（令和３年11
月16日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に
応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算
書類(貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその
附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資
本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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2. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正

しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反す
る重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。
また、当該内部統制システムに関する取締役の職務の執行についても、指
摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当である

と認めます。
(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当である
と認めます。

2023年５月25日

南総通運株式会社 監査役会

常勤監査役 古 川 幸 男 ㊞

監 査 役（社外監査役） 能 川 浩 二 ㊞

監 査 役（社外監査役） 大 坪 照 康 ㊞

監 査 役（社外監査役） 菊 地 豊 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

議案に関する参考事項

第１号議案 剰余金処分の件

剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

1. 期末配当に関する事項

期末配当につきましては、当事業年度の業績、今後の事業展開並びに内部

留保に意を用いつつ、安定的な配当維持に努めることを基本方針としており

ます。

また、当社は2022年11月10日をもちまして、創立80周年を迎えました。つ

きましては、株主の皆様のこれまでのご支援にお応えするため、基本方針を

踏まえた普通配当27円50銭に、記念配当10円を加え、当期期末配当は１株に

つき37円50銭とさせていただきたいと存じます。

(1) 配当財産の種類

金銭といたします。

(2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金37円50銭

（普通配当27円50銭、記念配当10円）

総額 186,723,825 円

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

2023年６月30日

2. 剰余金の処分に関する事項

剰余金の処分につきましては、経営の健全な発展を期し、今後の経営環境

を勘案して財務体質の強化を図るため、以下のとおりといたしたいと存じま

す。

(1) 増加する剰余金の項目及びその額

別途積立金 500,000,000円

(2) 減少する剰余金の項目及びその額

繰越利益剰余金 500,000,000円
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第２号議案 取締役８名選任の件

取締役８名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきまして

は、取締役８名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当 社
株 式 数

１
今
いま

井
い

利
とし

彦
ひこ

(1959年３月22日)

1982年４月 日本通運㈱入社

2002年６月 同社東京ペリカンアロー支店次長

2004年２月 同社埼玉支店次長

2005年２月 当社入社

2005年５月 当社常務執行役員

2005年６月 当社取締役常務執行役員茂原支店長

2012年５月 当社取締役常務執行役員管理本部長

2013年６月 当社専務取締役管理本部長

2015年６月 当社取締役副社長管理本部長

2017年６月 当社代表取締役社長（現任）

現在に至る

194,750株

２
今
いま

関
ぜき

仁
よし

孝
たか

(1960年３月24日)

1983年４月 当社入社

1995年６月 当社東金支店営業課長

2000年９月 当社佐倉配送センター所長

2001年７月 当社執行役員佐倉配送センター所長

2005年５月 当社常務執行役員佐倉配送センター所長

2009年３月 当社常務執行役員東金支店業務部長

2013年４月 当社常務執行役員佐倉支店長

2015年６月 当社取締役常務執行役員営業本部長

2017年６月 当社専務取締役営業本部長（現任）

現在に至る

67,000株

３
伊
い

藤
とう

和
かず

久
ひさ

(1959年２月23日)

1985年10月 当社入社

1998年５月 当社茂原支店営業課長

2003年７月 当社本社管理部次長

2005年５月 当社執行役員総務担当部長

2009年３月 当社執行役員佐倉配送センター所長

2012年５月 当社執行役員茂原支店長

2013年４月 当社執行役員茂原中央支店長

2015年６月 当社取締役常務執行役員茂原中央支店長

2017年６月 当社専務取締役茂原中央支店長

2021年４月 当社専務取締役茂原支店長兼茂原中央支店長（現任）

現在に至る

28,000株
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当 社
株 式 数

４
青
あお

木
き

勝
かつ

也
や

(1963年３月14日)

1987年４月 日本通運株式会社入社

2012年10月 同社埼玉支店移転引越次長

2014年５月 日通東京警備株式会社営業部長

2015年１月 当社入社

2015年10月 当社東金支店副支店長

2017年４月 当社茂原支店長

2019年６月 当社取締役執行役員茂原支店長

2021年４月 当社取締役執行役員東金支店長（現任）

現在に至る

8,200株

５
平
ひら

原
はら

裕
ひろ

之
ゆき

(1961年８月14日)

1980年４月 当社入社

1997年７月 当社茂原支店業務課長

1998年９月 当社総務部経理課課長

1999年７月 当社管理部経理課長

2003年７月 当社管理部次長

2005年５月 当社執行役員財務担当部長

2013年４月 当社執行役員千葉支店長

2015年６月 当社執行役員佐倉支店長

2017年６月 当社取締役（現任）

2023年２月 南総建設株式会社専務取締役（現任）

現在に至る

21,000株

６

社外

菅
かん

野
の

茂
しげ

徳
のり

(1959年12月23日)

1989年４月 弁護士登録

1994年４月 菅野法律事務所設立

同事務所代表（現任）

2001年11月 AG債権回収株式会社取締役（現任）

2016年６月 当社取締役（現任）

現在に至る

0株

７

社外

矢
や

野
の

政
まさ

信
のぶ

(1958年６月25日)

1982年４月 東金市役所入庁

2014年４月 同市総務部収税課長

2015年４月 同市企画政策部企画課長

2016年４月 同市企画政策部長

2019年３月 同市退職

2020年６月 当社取締役（現任）

現在に至る

0株

８

社外

吉
よし

澤
ざわ

智
とも

子
こ

(1962年４月７日)

2008年11月 社会保険労務士試験合格

2008年12月 社会保険労務士吉澤事務所設立

同事務所代表（現任）

2013年１月 労働保険事務組合中小企業商工者協会理事

長（現任）

2021年６月 当社取締役（現任）

現在に至る

0株
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(注) 1. 各候補者と当社の間には特別な利害関係はございません。
2. 菅野茂徳氏、矢野政信氏、吉澤智子氏は、社外取締役候補者であります。
3. 社外取締役候補者とした理由及び期待される役割
(1) 菅野茂徳氏は弁護士として、豊富な経験と幅広い見識を有しており、中でも企業法務に

は高い知見を有しております。これらの経験、見識を活かし、経営全般に助言をいただ
くことで、コーポレート・ガバナンス強化に寄与していただけると判断したものであり
ます。

(2) 矢野政信氏は行政機関の要職を歴任した経験から、幅広い見識を有しており、中でも地
域経済の動向に関する高い見識をもとに、助言をいただくことで当社の経営強化に寄与
していただけると判断したものであります。

(3) 吉澤智子氏は一般企業の勤務経験を経た上で、社会保険労務士として長年にわたり、企
業社会保険業務分野や労務紛争解決業務分野に従事し、豊富な企業サポート経験と幅広
い見識を有しております。この経験・見識を生かし、経営全般に助言いただくことで、
コーポレート・ガバナンス強化に寄与していただけると判断したものであります。

4. 菅野茂徳氏が代表を務める菅野法律事務所と当社は顧問契約を締結しておりますが、報酬
額は極めて少額であり、意思決定に影響を及ぼすことはないと判断しております。また、
同氏が取締役を務めるAG債権回収株式会社との間には特別な利害関係はございません。

5. 当社と吉澤智子氏が代表を務める社会保険労務士吉澤事務所との間には特別な利害関係は
ございません。また、同氏が理事長を務める労働保険事務組合中小企業商工者協会との間
には特別な利害関係はございません。

6. 菅野茂徳氏の当社社外取締役就任期間は本総会終結の時をもって７年となります。
7. 矢野政信氏の当社社外取締役就任期間は本総会終結の時をもって３年となります。
8． 吉澤智子氏の当社社外取締役就任期間は本総会終結の時をもって２年となります。
9． 当社は東京証券取引所に対し、菅野茂徳氏、矢野政信氏、吉澤智子氏を独立役員とする独

立役員届出書を提出しております。
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第３号議案 監査役１名選任の件

監査役 能川浩二氏は、本総会終結の時をもって任期満了退任となりますので、

監査役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。

なお、本議案につきましては、あらかじめ監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は次のとおりであります。

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する
当 社
株 式 数

社外

御子
み こ

柴
しば

顯
あきら

(1954年２月４日)

1983年10月 監査法人サンワ東京丸の内事務所

（現 有限責任監査法人トーマツ）入所

1987年３月 公認会計士登録

1998年６月 監査法人トーマツ社員就任

2019年６月 有限責任監査法人トーマツ退職

2019年７月 御子柴顯公認会計士事務所設立

同事務所代表（現任）

現在に至る

0株

(注) 1. 御子柴顯氏は、社外監査役候補者であります。
2. 御子柴顯氏は公認会計士として、長年にわたり監査法人での監査業務に従事し、財務・会

計に関する高度な知識と幅広い見識を有しております。企業会計の専門家として、経営全
般に対する適法性、妥当性に関する監査、助言をいただくことでコーポレート・ガバナン
スの強化が図れるものと期待し社外監査役候補者とするものであります。

3. 当社と御子柴顯氏の間には特別な利害関係はございません。

以 上
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国道126号バイパス
至茂原

至大網至成東

至東金I.C.

東金駅入口

東金駅
（JR東金線）

南総通運
本　社

旧道

交番

ガソリン
スタンド

株主総会会場のご案内

場所：千葉県東金市東金582番地

当社本社会議室

電話 0475-54-3581
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